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 この説明書は、金融商品取引法第 46条の４の規定に基づき、全ての営業所若

しくは事務所に備え置いて公衆の縦覧に供するため、又はインターネット等で

公表するために作成したものです。 
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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 １．商号 

    ａｂｃ証券株式会社 

 

 ２．登録年月日（登録番号） 

    2005年 10月 31日 近畿財務局長（証）第 53号 

    2018年 6月 26日 関東財務局長（金商）第 3063号 

 

 ３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革 

年   月 沿     革 

2001 年 12月 「サンライズ証券株式会社」設立 

2005 年 4 月 「きっと証券株式会社」に商号変更 

2005 年 10月 証券業の登録 

2006 年 1 月 日本証券業協会に加入 

2008 年 12月 「プレジアン証券株式会社」に商号変更 

2015 年 4 月 第二種金融商品取引業協会に加入 

2017 年 7 月 「日本キャピタル証券株式会社」に商号変更 

2018 年 5 月 本社を大阪府から東京都へ移転 

2021 年 2 月 
「ＧＣＭ Ｓ1証券株式会社」に商号変更 

本社を中央区から港区へ移転 

2024 年 12月 本社を港区から千代田区へ移転 

2026 年 1 月 「ａｂｃ証券株式会社」に商号変更 
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  (2) 経営の組織 
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 ４．株式の保有数の上位 10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総

株主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

１．ａｂｃ株式会社 1,724,772株 55.80％ 

２．ＧＣＭホールディングス株式会社 1,366,175株 44.20％ 

計  2  名 3,090,947株 100.00％ 

 

 ５．役員の氏名又は名称 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役 髙須 茂巳 有 常勤 

取 締 役 谷井 篤史 無 常勤 

取 締 役 谷垣 俊一郎 無 常勤 

取 締 役 松尾 聖海 無 常勤 

取 締 役 村上 貴志 無 常勤 

監 査 役 佐藤 陽一 ― 非常勤 

 

 ６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する

者の氏名 

氏   名 役  職  名 

村上 貴志 
内部管理統括責任者 

コンプライアンス・リスク管理室長                       

 

  (2) 投資助言業務又は投資運用業に関し、助言又は運用を行う部門を統括する者の 

氏名 

該当事項はありません。 

 

７．業務の種別 

第一種金融商品取引業 

・金融商品取引法第 28条第 1項に掲げる行為に係る業務 

・有価証券管理業務 
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第二種金融商品取引業 

    ・金融商品取引法第 28条第 2項に掲げる行為に係る業務 

 

 ８．本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる

営業所又は事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本 店 
東京都千代田区紀尾井町 4番 1号 

ホテルニューオータニ・ガーデンタワービジネスコート 10階 

 

９．他に行っている事業の種類 

その行う業務に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

 

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

第一種金融商品取引業       

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）との間で 

特定第一種金融商品取引業に係る手続実施基本契約を締結する措置  

第二種金融商品取引業  

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）を利用する 

措置 

 

 11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

加入する金融商品取引業協会 

日本証券業協会  

一般社団法人第二種金融商品取引業協会  

   対象事業者となる認定投資者保護団体 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

 

 12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

該当事項はありません。 

 

 13．加入する投資者保護基金の名称 

   日本投資者保護基金 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

当事業年度における我が国株式市場は、企業のガバナンス改革の進展や新政権の政 

策運営への期待を背景に海外投資家からの資金流入が続き、2月には日経平均株価が

取引時間中に一時 59,332円を付けるなど、過去最高値を更新しました。一方、年度

末にかけては中東情勢の悪化を受け、日経平均株価は 51,063円で当年度の取引を終

えるなど、市場のボラティリティが高い展開となりました。 

このような市場環境のもと、当社は収益構造の多様化を図るべく、従来の金融商品

取引業務に加え、再生可能エネルギー関連のインフラ投資ファンドの組成に向けた戦

略的投資を行ってまいりました。 

具体的には、系統用蓄電所プロジェクトを主軸とし、需給調整市場、容量市場、お

よび卸電力市場（JEPX）への参入を見据えた事業収支モデルの構築およびファンドス

キームの組成に着手いたしました。これら新規事業立ち上げに伴う初期調査費用、案

件開発費、および体制整備費用が先行して発生した結果、当期の収益確保には至りま

せんでしたが、着実な案件化に向けた地歩を固めております。 

以上の結果、当事業年度の業績は、営業収益は 5百万円（前年同期比△58.8％）と

なりました。また、販売費・一般管理費は、新規事業開発に係る経費が増加したこと

により 53百万円（同 179.7％）となり、営業純損失は 48百万円（同 228.5％）とな

りました。 

当社は、今後もインフラ系金融商品への投資需要を取り込み、中長期的な収益基盤

の確立を目指してまいります。 
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 ２．業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

資本金 100 100 125 

発行済株式総数 2,788,112 2,885,672 3,090,947 

営業収益 28 8 5 

（受入手数料） - - - 

 （（委託手数料）） - - - 

 （（引受け・売出し・特定

投資家向け売付け勧誘等

の手数料）） 

- - - 

（（募集・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の取

扱い手数料）） 

- - - 

 （（その他の受入手数料）） - - - 

（トレーディング損益） - - - 

 （（株券等）） - - - 

 （（債券等）） - - - 

 （（その他）） - - - 

（その他営業収益） 28 8 5 

純営業収益 28 8 5 

経常損益 3 △21 △48 

当期純損益 4 △21 △50 

  

(2) 有価証券引受・売買等の状況 

    ① 株券の売買高の状況 

   該当事項はありません。 

 

   ② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証

券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱い

の状況 

該当事項はありません。 

 

(3) その他業務の状況 

該当事項はありません。 
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(4) 自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

自己資本規制比率（Ａ／

Ｂ×100） 
366.7 977.8 395.7 

固定化されていない自己

資本（Ａ） 
50 53 52 

リスク相当額 

（Ｂ） 
15 5 13 

 

市場リスク相当額 0 0 0 

取引先リスク相当額 0 0 0 

基礎的リスク相当額 13 5 12 

暗号等資産等による

控除額 
0 0 0 

 

  (5) 使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 2026年 3月期 

使用人 8 14 15 

（うち外務員） 4 8 11 

（注）2026年 3月期における常時使用する従業員の数は 9名になります。 

   

(6) 役員の業績連動報酬の状況（投資運用業を行う金融商品取引業者に限る。） 

該当事項はありません。 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 １．経理の状況 

  (1) 貸借対照表 

（単位：千円） 

科 目 
2025年 3月期 2026年 3月期 

科 目 
2025年 3月期 2026年 3月期 

金 額 金 額 

（資産の部） 

流動資産 

現金・預金 

金銭の信託 

未収入金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

54,708 

1,000 

1,221 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56,844 

1,000 

1,512 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（負債の部） 

流動負債 

未払金 

未払費用 

未払法人税等 

預り金 

固定負債 

 金融商品取引責任準備金 

 

 

2,475 

122 

265 

532 

  

635 

 

 

3,241 

0 

3,079 

204 

 

0 

負債の部合計 4,032 6,525 

（純資産の部） 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 

資本準備金 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

 

52,898 

100,000 

380,762 

380,762 

△427,864 

△427,864 

△427,864 

 

52,832 

125,248 

406,011 

406,011 

△478,428 

△478,428 

△478,428 

純資産の部合計 52,898 52,832 

資産の部合計 56,930 59,357 負債・純資産の部合計 56,930 59,357 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



             
 

9 

 

  (2) 損益計算書 

（単位：千円） 

 2025年 3月期 

自 2024 年 4月 1日 

至 2025 年 3月 31日 

2026年 3月期 

自 2025年 4月 1日 

至 2026年 3月 31日 

営業収益 

受入手数料 

委託手数料 

その他の委託手数料 

その他の営業収益 

金融費用 

 

 

0 

0 

 

 

 

0 

 

 

8,500 

0 

 

 

0 

0 

 

 

 

0 

 

 

5,000 

0 

純営業収益  8,500  5,000 

販売費・一般管理費 

取引関係費 

人件費 

不動産関係費 

事務費 

減価償却費 

租税公課 

その他 

 

9,465 

19,199 

179 

233 

0 

288 

192 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13,481 

30,942 

215 

8,181 

0 

305 

0 

 

 

 

 

 

 

 

 

営業利益  △21,059  △48,125 

営業外収益 

営業外費用 

 

 

0 

0 

 5 

0 

経常利益  △21,057  △48,119 

特別利益 

  金融商品取引責任準備金戻入 

特別損失 

金融商品取引責任準備金繰入 

 

0 

 

0 

 

 

 

 

 

635 

 

0 

 

 

税引前当期純利益  △21,057  △47,484 

法人税、住民税及び事業税  265  3,079 

法人税等調整額  0  0 

当期純利益  △21,323  △50,563 
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  (3) 株主資本等変動計算書 

 

2025 年 3 月期（自 2024 年 4 月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日）          （単位千円） 

 

株主資本 

純資産 

合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本

合計 資本  

準備金 

その他資

本剰余金 

資本剰余

金合計 

その他利

益剰余金 利益剰余

金合計 繰越利益

剰余金 

当期期首残高 100,000 368,763 0 368,763 △418,541 △418,541 50,221 50,221 

当期変動額         

新株の発行 11,999 11,999 0 11,999 0 0 23,998 23,998 

当期純利益 0 0 0 0 △21,323 △21,323 △21,323 △21,323 

減資 △11,999 0 11,999 11,999 0 0 0 0 

欠損補填 0 0 △11,999 △11,999 0 0 0 0 

当期変動額合計 0 11,999 0 11,999 △9,323 △9,323 2,676 2,676 

当期末残高 100,000 380,762 0 380,762 △427,864 △427,864 52,898 52,898 

 

2026 年 3 月期（自 2025 年 4 月 1 日 至 2026 年 3 月 31 日）          （単位千円） 

 

株主資本 

純資産 

合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本

合計 資本  

準備金 

資本剰余

金合計 

その他利

益剰余金 利益剰余

金合計 繰越利益

剰余金 

当期期首残高 100,000 380,762 380,762 △427,864 △427,864 52,898 52,898 

当期変動額        

新株の発行 25,248 25,248 25,248 0 0 50,497 50,497 

当期純利益 0 0 0 △50,563 △50,563 △50,563 △50,563 

当期変動額合計 25,248 25,248 25,248 △50,563 △50,563 △65 △65 

当期末残高 125,248 406,011 406,011 △478,428 △478,428 52,832 52,832 
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（4）注記事項 

当社の計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しております。 

 

重要な会計方針 

（1）収益及び費用の計上基準 

収益は実現主義により、費用は発生主義により計上しております。 

（2）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税は税抜経理によっております。 

（3）株主資本等変動計算書に関する注記 

当期末における発行済株式の数 

309万 947株 

 

 ２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

該当事項はありません。 

 

 ３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除

く。）の取得価額、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

 

 ４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）

の契約価額、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

 

 ５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

会社法及び金融商品取引法に基づく公認会計士又は監査法人の監査は受けておりま 

せん。 
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Ⅳ．管理の状況 

 １．内部管理の状況の概要 

当社は、金融商品取引業者として、金融商品取引法及び法令諸規則を遵守し、適切かつ

合理的な業務活動の遂行を確保するために、次のとおり内部管理体制を整備しており

ます。 

（1）内部管理統括責任者を内部管理部門の最高責任者として任命し、社内全体で法令 

等を遵守する内部管理体制の整備に努めております。 

（2）営業部門に営業責任者、管理部門に内部管理責任者を配置し、日々の業務の中で 

法令諸規則を遵守した業務活動が行われるよう内部管理統括責任者が各責任者を 

通じ、役職員の職務の執行が適正に行われるよう指導・監督を行っております。 

（3）コンプライアンス実現のための年間計画としてコンプライアンス・プログラムを 

作成し、コンプライアンスの徹底と内部管理の充実を目指しております。 

（4）内部監査室において、営業部門及び管理部門の職務執行が適正に行われているか 

定期的に内部監査を実施しております。 

 

 ２．お客様からの相談及び苦情等に対する具体的な取扱い方法 

  当社は、「苦情及び紛争等の処理に関する規程」に基づき、コンプライアンス・リスク 

（1）管理室が苦情等対応の全般を統括しております。 

（2）苦情や紛争解決のあっせん等については、「特定非営利活動法人 証券・金融商品 

あっせん相談センター（FINMAC）を利用する措置等を講じております。 

（3）内部監査室は、お客様からの苦情等の対応について適切に行われたか、定期的に 

内部監査を行います。 

 

２．分別管理等の状況 

(1) 金融商品取引法第 43条の２の規定に基づく分別管理の状況 

    ① 顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円） 

項   目 
2025年 3月 31日    

現在の金額 

2026年 3月 31日   

現在の金額 

直近差替計算基準日の顧

客分別金必要額 
               －                － 

期末日現在の顧客分別金

信託額 
                 1                  1 

期末日現在の顧客分別金

必要額 
          －           － 
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    ② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

     イ 保護預り等有価証券 

該当事項はありません。 

     ロ 受入保証金代用有価証券 

該当事項はありません。 

     ハ 管理の状況 

該当事項はありません。 

 

    ③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

該当事項はありません。 

 

    ④ 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等（令第１条の 12第２号に規定する

権利を除く。）に限る。）の分別管理の状況 

該当事項はありません。 

 

(2) 金融商品取引法第 43条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

    ① 商品顧客区分管理信託の状況 

該当事項はありません。 

 

    ② 有価証券等の区分管理の状況 

     イ．有価証券等の種類ごとの数量等 

該当事項はありません。 

ロ．管理の状況 

該当事項はありません。 

 

  (3) 金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表

示権利等に係るものを除く。）の状況 

    ① 同条第１項の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 

 

    ② 同条第２項の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 

 

(3－2) 金融商品取引法第 43条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券 

表示権利等（金融商品取引法施行令第１条の 12第２号に規定する権利を除く。）に

限る。）の区分管理の状況 

該当事項はありません。 
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Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 

以  上 


